
（単位：千円）

2,929,285 2,378,343

現 金 及 び 預 金 2,876,089 12

貯 蔵 品 4 8,963

前 払 費 用 893 2,120

立 替 金 74 13,540

仮 払 金 12 1,461

未 収 入 金 1,633 22

未 収 収 益 39,620 108

繰 延 税 金 資 産 10,956 29

468,591 2,312,840

46,199 11,755

建 物 付 属 設 備 1,149 27,487

什 器 備 品 9,455 127,286

リ ー ス 資 産 35,594 28,066

16,653 4,610

電 話 加 入 権 368 94,610

ソ フ ト ウ ェ ア 16,284 2,505,629

405,738

投 資 有 価 証 券 216,289 892,247

関 係 会 社 株 式 152,891 30,000

繰 延 税 金 資 産 36,556 862,247

4,800

857,447

別 途 積 立 金 775,000

繰 越利 益剰 余金 82,447

892,247

3,397,876 3,397,876

流 動 資 産

固 定 負 債

流 動 負 債

固 定 資 産

買 掛 金

代 金 回 収 預 り 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 収 益

科　　目 金　　額科　　目金　　額

（資産の部） （負債の部）

第26期　決算公告

大分県大分市城崎町 2丁目 6番 31号

大銀コンピュータサービス株式会社

代 表 取 締 役 尾 渡 秀 成

平成26年6月26日

貸借対照表（平成26年3月31日現在）

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

株 主 資 本

負 債 の 部 合 計

未 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

資 産 の 部 合 計

その他利益剰余金

利 益 準 備 金

純 資 産 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

負債及び純資産の部合計

役員退職慰労引当金

賞 与 引 当 金

（純資産の部）

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

仮 受 金

未 払 消 費 税

預 り 金



 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券  移動平均法による償却原価法（定額法）により行っております。 

その他有価証券 

           時価を把握することが極めて困難と認められるもの 

                    移動平均法による原価法により行っております。 

（2）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産     定率法を採用しております。 

無形固定資産      定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアに

ついては社内における利用可能期間（5 年）に基づいて償却してお

ります。 

リース資産       リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。残存価額

については零としております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成 20 年 4 月 1 日前に開始する事業年度に属するものに

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

（3）引当金の計上基準 

賞与引当金      従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、当期末に在籍する役員を対

象に、内規に基づく年間繰入見積額を期間により按分し計上してお

ります。 

退職給付引当金    従業員の退職金の支給に備えるため、当期末に在籍する従業員を対

象に、退職金規程に基づく年間繰入見積額を期間により按分し計上

しております。 

（4）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式で行っております。 

 

２．１株当たり情報に関する注記 

1株当たり純資産額                1,487,078円 86銭 

1株当たり当期純利益                  70,993円 64銭 
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